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純資産総額（億円、右軸）
税引前分配⾦再投資基準価額（円、左軸）
基準価額（円、左軸）

フランクリン･テンプルトン･オーストラリア毎月分配型ファンド 
追加型投信／海外／債券 設定日︓2003年6月30日 
 

 
 

基準価額 
5,908円 

 

純資産総額 
319.09億円 

 

 基準価額・純資産総額の推移 
 

 

・グラフは過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証するものではありません。 
・基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。 
・信託報酬率は後述の「ファンドの費⽤」をご覧ください。 
・税引前分配⾦再投資基準価額は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。 

 
 

騰落率（税引前分配⾦再投資）  
1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来 
4.47% 4.93% 10.33% 24.42% 34.24% 183.48% 

 ・騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。 
 
 

最近の分配実績（1万口当たり、税引前） 
 

決算月 2025/11 2025/12 2026/1 2026/2 2026/3 2026/4 設定来 
分配⾦ 7円 7円 7円 7円 7円 7円 12,103円 

 ・運⽤状況によっては、分配⾦額が変わる場合、あるいは分配⾦が⽀払われない場合があります。 
 
 

基準価額の変動要因 
 

 2025/11 2025/12 2026/1 2026/2 2026/3 2026/4 設定来 
債券損益 -56円 -53円 -1円 31円 -119円 4円 -534円 
利⼦収⼊ 14円 17円 17円 16円 19円 18円 8,548円 

為替要因等 67円 126円 163円 137円 -46円 237円 2,139円 
その他 -6円 -7円 -7円 -6円 -7円 -7円 -2,142円 
分配⾦ -7円 -7円 -7円 -7円 -7円 -7円 -12,103円 
合計 13円 77円 166円 171円 -160円 246円 -4,092円 

 ・各項目は概算値です。円未満は四捨五⼊しているため、合計が一致しない場合があります。  
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純資産総額（億円、右軸）
税引前分配⾦再投資基準価額（円、左軸）
基準価額（円、左軸）

フランクリン･テンプルトン･オーストラリア債券ファンド（年2回決算型） 
追加型投信／海外／債券 設定日︓2013年10月25日 
 

 
 

基準価額 
14,890円 

 

純資産総額 
3.38億円 

 

 基準価額・純資産総額の推移 
 

 

・グラフは過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証するものではありません。 
・基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。 
・信託報酬率は後述の「ファンドの費⽤」をご覧ください。 
・税引前分配⾦再投資基準価額は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。 

 
 

騰落率（税引前分配⾦再投資）  
1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来 
4.48% 4.94% 10.35% 24.46% 34.23% 48.90% 

 ・騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。 
 
 

最近の分配実績（1万口当たり、税引前） 
 

決算月 2023/6 2023/12 2024/6 2024/12 2025/6 2025/12 設定来 
分配⾦ 0円 0円 0円 0円 0円 0円 0円 

 ・運⽤状況によっては、分配⾦額が変わる場合、あるいは分配⾦が⽀払われない場合があります。 
 
 

基準価額の変動要因 
 

 2025/11 2025/12 2026/1 2026/2 2026/3 2026/4 設定来 
債券損益 -140円 -134円 -3円 78円 -301円 11円 -1,168円 
利⼦収⼊ 36円 43円 43円 40円 48円 45円 5,260円 

為替要因等 170円 318円 410円 345円 -115円 600円 2,746円 
その他 -15円 -17円 -17円 -16円 -18円 -17円 -1,948円 
分配⾦ - 0円 - - - - 0円 
合計 52円 210円 433円 448円 -386円 639円 4,890円 

 ・各項目は概算値です。円未満は四捨五⼊しているため、合計が一致しない場合があります。 
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フランクリン･テンプルトン･豪ドル債券マザーファンドの資産状況 
 
 

資産構成⽐率  
債券 99.9% 

現⾦等 0.1% 
 
 

 
種別構成⽐率  
国債 18.1% 

州政府債 30.8% 

社債等 40.2% 

国際機関/政府保証債等 10.6% 

ﾓｰｹﾞｰｼﾞ証券/資産担保証券等 0.2% 

現⾦等 0.1% 

ポートフォリオの特性値  
平均格付 AA 

デュレーション 4.9年 

利回り 5.3% 

銘柄数 209 
 
 

 
格付別構成⽐率  
AAA 37.8% 

AA 35.7% 

A 26.6% 
 組⼊有価証券を対象として算出しています。 

 
 

組⼊上位10銘柄 
 

 銘柄名 クーポン 償還年月 種別 格付 利回り 組⼊⽐率 

1 オーストラリア国債 3.750% 2037年4月 国債 AAA 5.1% 2.8% 

2 オーストラリア国債 3.250% 2039年6月 国債 AAA 5.1% 2.4% 

3 ニューサウスウェールズ州政府債 2.000% 2031年3月 州政府債 AAA 5.1% 2.3% 

4 オーストラリア国債 3.500% 2034年12月 国債 AAA 5.0% 1.9% 

5 オーストラリア国債 2.750% 2035年6月 国債 AAA 5.0% 1.9% 

6 ビクトリア州政府債 2.250% 2033年9月 州政府債 AA+ 5.4% 1.8% 

7 オーストラリア国債 3.750% 2034年5月 国債 AAA 4.9% 1.6% 

8 ビクトリア州政府債 2.000% 2035年9月 州政府債 AA+ 5.7% 1.6% 

9 オーストラリア国債 4.250% 2036年10月 国債 AAA 5.0% 1.4% 

10 クイーンズランド州政府債 6.500% 2033年3月 州政府債 AA+ 5.2% 1.4% 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注） 
・構成⽐率の合計は四捨五⼊の影響により100.0にならない場合があります。 
・⽐率は注釈がある場合を除き純資産総額に対する割合です。 
・平均格付とは、基準日時点で投資信託財産が保有している有価証券に係る信⽤格付を加重平均したものであり、当該投資信託受益

証券に係る信⽤格付ではありません。 
・格付別構成⽐率および組⼊上位10銘柄の格付は、S&P、ムーディーズ、及びフィッチ・レーティングスにより付与されたうちの最

上位を採⽤しています。 
・ポートフォリオの特性値における利回りは、期限前償還などの影響を調整した保有銘柄の利回りを加重平均したものです。また、

当ファンドの運⽤利回り（運⽤成果）を示すものではありません。 
・組⼊上位10銘柄は銘柄の一部をご紹介するものであり、個別銘柄の取引の推奨等を目的としたものではありません。 
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市場動向とファンドの運⽤概況 
 

 

（出所）ブルームバーグ （出所）三菱UFJ銀⾏が当日10:00に公表する豪ドル/
円為替レート(仲値) 

 
オーストラリア債券市場 
 
当月のオーストラリア債券市場の利回りは、低下（価格は上昇）しました。上旬は、トランプ⽶⼤統領がイランへの攻
撃を2週間停⽌することで合意したと発表すると、原油先物価格の下落を受けてインフレ懸念が和らいだことから、
オーストラリア準備銀⾏（RBA）の利上げ観測が後退し、利回りは低下しました。中旬は、底堅い豪雇⽤統計などを受
けて、利回りは上昇しました。下旬は、⽶・イラン和平協議の停滞を受けて原油先物価格が上昇に転じたことから、イ
ンフレ懸念の⾼まりを背景にRBAの利上げ観測が強まったため、利回りは上昇基調となりました。 
社債セクターについては、社債スプレッド（国債に対する上乗せ利回り）は前月末⽐で縮⼩しました。 
 
為替市場 
 
当月の豪ドル・円相場は、豪ドル⾼・円安となりました。上旬は、イランと⽶国の軍事衝突を巡る一時停戦を受け、中
東情勢の緊張緩和への期待が⾼まったことから、投資家のリスク選好姿勢が強まると、豪ドル⾼・円安が進みました。
中旬は、引き続きイランと⽶国との和平合意への期待や底堅い豪経済指標などを背景に、豪ドル⾼・円安が優勢となり
ました。下旬は、原油先物価格の上昇を受けてRBAの利上げ観測が強まったことや、エネルギーの⼤半を輸⼊に頼る日
本の貿易収⽀が悪化するとの⾒⽅が広がったことなどが、豪ドル⾼・円安の要因となりました。 
 
運⽤概況とポートフォリオ戦略 
 
当月も、引き続き慎重にポートフォリオの運⽤を⾏いました。資産配分については、⾦融債、リート・セクター等を中
⼼とした社債を引き続き厚めとし、スプレッドの動きに着目したポートフォリオを維持する⽅針です。⾦融債について
は、⼤⼿⾦融機関が発⾏する流動性・信⽤⼒が相対的に⾼い債券等を組み⼊れの中⼼とします。 
公社債利⾦を⼿堅く確保したほか、公社債損益や為替損益もプラスとなったことから、基準価額（分配⾦控除前）は前
月末対⽐で上昇しました。 
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 ※詳しくは最新の交付目論⾒書をご覧ください 
 

ファンドの特色 
 
フランクリン・テンプルトン・オーストラリア毎月分配型ファンドは、以降＜毎月分配型＞と表記します。 
フランクリン・テンプルトン・オーストラリア債券ファンド（年２回決算型）は、以降＜年2回決算型＞と表記します。 
 
・豪ドル建ての国債、州政府債、国際機関債、社債、モーゲージ証券および資産担保証券等を主要投資対象とします。

投資を⾏う公社債は、取得時において、原則として格付機関からＡ―／Ａ３以上の格付けを付与されたものとします。 
・ブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックス（為替ヘッジなし、円換算ベース）を参考指標として運⽤

を⾏います。 
 
「Bloomberg○R 」およびブルームバーグオーストラリア債券（総合）インデックスは、Bloomberg Finance L.P. およ
び、同インデックスの管理者であるBloomberg Index Services Limited（以下「BISL」）をはじめとする関連会社（以
下、総称して「ブルームバーグ」）のサービスマークであり、フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社による特定
の目的での使⽤のために使⽤許諾されています。ブルームバーグはフランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社とは
提携しておらず、また、フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社が運⽤するファンドを承認、⽀持、レビュー、
推奨するものではありません。ブルームバーグは、フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社が運⽤するファンド
に関連するいかなるデータもしくは情報の適時性、正確性、または完全性についても保証しません。なお、「円換算ベー
ス」は、豪ドルベース指数を委託会社であるフランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社が独自に円換算したもので
す。 

 
・原則として、外貨建資産の為替ヘッジを⾏いません。 
＜毎月分配型＞ 
・毎決算時（毎月10日、休業日の場合は翌営業日）に分配⽅針に基づき収益を分配します。 
＜年２回決算型＞ 
・毎決算時（毎年6月10日および12月10日、休業日の場合は翌営業日）に分配⽅針に基づき収益を分配します。 

 
投資リスク 
 
＜基準価額の変動要因＞ 
当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資を⾏いますので基準価額は変動します。また、実質的に外貨建資産に投
資を⾏いますので、為替の変動による影響を受けます。 
したがって、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元
本を割り込むことがあります。当ファンドの信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。
投資信託は預貯⾦と異なります。 
 
為替変動リスク（円⾼になると、基準価額が下がるリスク） 
一般的に外国為替相場が円⾼となった場合には、実質的に保有する外貨建資産に為替差損（円換算した評価額が減少す
ること）が発⽣することにより、当ファンドの基準価額が下落し投資元本を割り込むことがあります。 
 
⾦利変動リスク（⾦利が上がると、基準価額が下がるリスク） 
一般的に債券の価格は、⾦利が上昇した場合には下落し、⾦利が低下した場合には上昇します。投資対象とする国・地
域の⾦利が上昇し、保有する債券の価格が下落した場合には、当ファンドの基準価額が下落し投資元本を割り込むこと
があります。 
 
信⽤リスク（信⽤・格付が下がると、基準価額が下がるリスク） 
一般的に公社債、コマーシャル・ペーパーおよび短期⾦融商品のデフォルト（元利⾦⽀払いの不履⾏または遅延）、発
⾏会社の倒産や財務状況の悪化およびこれらに関する外部評価の変化等があった場合には、当ファンドの基準価額が下
落し投資元本を割り込むことがあります。 
（注）基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
 
＜その他の留意事項＞ 
 
・当ファンドは「ファミリーファンド⽅式」により運⽤を⾏うため、マザーファンドにおいて他のベビーファンドによる

追加設定、一部解約等に伴う有価証券の売買等が⾏われた場合、当ファンドの基準価額が影響を受けることがあります。 
・当ファンドのお取引に関しては、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適⽤はありません。 
・当ファンドは、⼤量の解約が発⽣し短期間で解約資⾦を⼿当てする必要が⽣じた場合や主たる取引市場において市場

環境が急変した場合等に、一時的に組⼊資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、
取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換⾦の申込
みの受付けが中⽌となる可能性、換⾦代⾦の⽀払いが遅延する可能性があります。 

・その他重要な事項に関しては、投資信託説明書（交付目論⾒書）に詳しく記載されていますので、よくお読みください。 
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 ※詳しくは最新の交付目論⾒書をご覧ください 
 

お申込みメモ 
 
購⼊単位 

 
販売会社が定める単位 

 
購⼊価額 

 
購⼊申込受付日の翌営業日の基準価額 

 
換⾦単位 

 
一口単位 ※販売会社により異なる場合があります。 

 
換⾦価額 

 
換⾦申込受付日の翌営業日の基準価額 

 
換⾦代⾦ 

 
換⾦申込受付日から起算して、原則として５営業日目からお⽀払いします。 

 
申込締切時間 
 

 
原則として、午後３時30分までに受付けたものを当日の申込受付分とします。 
※詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

 
購⼊・換⾦の 
申込受付不可日 

 
シドニー先物取引所、シドニーの銀⾏またはメルボルンの銀⾏の休業日の場合には、購⼊・換
⾦申込は受付けません。 

 
信託期間 
 

 
＜毎月分配型＞  無期限（2003年６月30日設定） 
＜年２回決算型＞ 無期限（2013年10月25日設定） 

 
決算日 
 

 
＜毎月分配型＞  毎月10日（休業日の場合は翌営業日） 
＜年２回決算型＞ 毎年6月10日および12月10日（休業日の場合は翌営業日） 

 
収益分配 

 
毎決算時に、分配⽅針に基づき分配を⾏います。 

 
課税関係 
 

 
課税上は株式投資信託として取扱われます。 
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の適⽤
対象となります。 
＜毎月分配型＞は、NISAの対象ではありません。 
＜年２回決算型＞は、NISAの「成⻑投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
配当控除及び益⾦不算⼊制度の適⽤はありません。 
※税法等が改正された場合には、内容が変更になることがあります。 

 
 

ファンドの費⽤ 
投資者が直接的に負担する費⽤ 
  
購⼊時⼿数料 
 

 
申込⾦額（購⼊申込受付日の翌営業日の基準価額に申込口数を乗じて得た額）に、 
2.75％（税抜2.50％）を上限として販売会社が定める率を乗じて得た額とします。 

 
信託財産留保額 

 
ありません。 

 
投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤ 
  
運⽤管理費⽤（信託報酬） 
 

 
純資産総額に対し年率1.375％（税抜1.25％） 
※運⽤管理費⽤（信託報酬）は毎日計上され、日々の基準価額に反映されます。 

なお、信託財産からは毎決算時または償還時に⽀払われます。 
 
その他の費⽤・⼿数料 
 

 
＜毎月分配型＞   
売買委託⼿数料、保管費⽤、信託財産に関する租税等 
＜年２回決算型＞  
売買委託⼿数料、保管費⽤、信託事務の処理に要する費⽤、信託財産に関する租税等  

原則として発⽣時に、実費が信託財産から⽀払われます。 
 
＜毎月分配型＞ 
信託事務等に要する諸費⽤（監査費⽤、印刷等費⽤、受益権の管理事務費⽤等。） 
＜年２回決算型＞ 
その他諸費⽤（監査費⽤、印刷等費⽤、受益権の管理事務費⽤等。） 
日々の純資産総額に年率0.05%を乗じて得た⾦額を上限として委託会社が算出する⾦額が毎
日計上され、基準価額に反映されます。なお、信託財産からは毎決算時または償還時に⽀払
われます。 

 
※上記の費⽤等については、運⽤状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示す

ることができません。 
 
※投資者の皆さまにご負担いただく⼿数料等の合計額については、当ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示す

ることができません。 
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委託会社およびその他の関係法人 
 
委託会社 
 

 
フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社 
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第417号  
加⼊協会︓一般社団法人資産運⽤業協会、一般社団法人第⼆種⾦融商品取引業協会 
https://www.franklintempleton.co.jp  
(03)5219-5940 （受付時間 営業日の午前9時〜午後5時） 

 
投資顧問会社 

 
ウエスタン・アセット・マネジメント・カンパニー・ピーティーワイ・リミテッド（在オーストラリア） 

 
受託会社 

 
三菱UFJ信託銀⾏株式会社 

 
取扱販売会社の照会先 

 
フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社 

 
 
 
販売会社 ＜毎月分配型＞ 当資料作成時点の予定を含みます。 

販売会社名  登録番号 
日本 

証券業 
協会 

一般社団法人
資産運⽤業 

協会 

一般社団法人 
⾦融先物 

取引業協会 

一般社団法人 
第⼆種⾦融商品 

取引業協会 

一般社団 
法人日本 
STO協会 

株式会社あいち銀⾏ * 登録⾦融機関 東海財務局⻑（登⾦）第12号 ○  ○   
あかつき証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第67号 ○ ○    
株式会社イオン銀⾏ 
（委託⾦融商品取引業者 
 マネックス証券株式会社） 

登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第633号 ○     

いちよし証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第24号 ○ ○    
ＳＭＢＣ日興証券株式会社 
（ダイレクトコース専⽤） ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○ ○ 
株式会社SBI新⽣銀⾏ 
（委託⾦融商品取引業者 
 株式会社SBI証券、 
 マネックス証券株式会社） 

登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○  ○   

株式会社SBI証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○ ○ ○ 
京銀証券株式会社 ⾦融商品取引業者 近畿財務局⻑（⾦商）第392号 ○     
株式会社京都銀⾏ 登録⾦融機関 近畿財務局⻑（登⾦）第10号 ○  ○   
株式会社京都銀⾏ 
（委託⾦融商品取引業者 
 京銀証券株式会社） 

登録⾦融機関 近畿財務局⻑（登⾦）第10号 ○  ○   

東海東京証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑（⾦商）第140号 ○ ○ ○ ○ ○ 
株式会社東北銀⾏ * 登録⾦融機関 東北財務局⻑（登⾦）第8号 ○     
株式会社栃⽊銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第57号 ○     
ひろぎん証券株式会社 ⾦融商品取引業者 中国財務局⻑（⾦商）第20号 ○     
株式会社広島銀⾏ 登録⾦融機関 中国財務局⻑（登⾦）第5号 ○  ○   
PayPay銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第624号 ○  ○   
株式会社北海道銀⾏ * 登録⾦融機関 北海道財務局⻑（登⾦）第1号 ○  ○   
松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○  ○   
マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○ ○ 
三井住友信託銀⾏株式会社 * 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第649号 ○ ○ ○  ○ 
三菱UFJ eスマート証券 
株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ○ ○ ○ 
三菱ＵＦＪモルガン・ 
スタンレー証券株式会社 * ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2336号 ○ ○ ○ ○ ○ 
楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○ 
 
*定時定額購⼊を除き新規の募集を停⽌しております。 



 
月次レポート 

2026年4月30日現在 

  最終⾴の「本資料をご覧いただく上でのご留意事項」をご確認ください。 
9/9 

 
販売会社 ＜年2回決算型＞ 当資料作成時点の予定を含みます。 

販売会社名  登録番号 
日本 

証券業 
協会 

一般社団法人
資産運⽤業 

協会 

一般社団法人 
⾦融先物 

取引業協会 

一般社団法人 
第⼆種⾦融商品 

取引業協会 

一般社団 
法人日本 
STO協会 

株式会社イオン銀⾏ 
（委託⾦融商品取引業者 
 マネックス証券株式会社） 

登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第633号 ○     

いちよし証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第24号 ○ ○    
株式会社SBI新⽣銀⾏ 
（委託⾦融商品取引業者 
 株式会社SBI証券、 
 マネックス証券株式会社） 

登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○  ○   

株式会社SBI証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○ ○ ○ 
株式会社栃⽊銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第57号 ○     
株式会社北海道銀⾏ * 登録⾦融機関 北海道財務局⻑（登⾦）第1号 ○  ○   
松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○  ○   
マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○ ○ 
三菱UFJ eスマート証券 
株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ○ ○ ○ 
楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○ 
*定時定額購⼊を除き新規の募集を停⽌しております。 
 
 
 
本資料をご覧いただく上でのご留意事項 
 
・当資料は、フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社（以下「当社」）が作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づ

く開示書類ではありません。 
・当資料は、当社が信頼性が⾼いと判断した各種データ等に基づいて作成したものですが、その完全性、正確性を保証するものでは

ありません。 
・当資料に記載されたグラフやデータ等は、過去の実績または予測であり、将来の運⽤成果・市場変動等を示唆あるいは保証するも

のではありません。運⽤実績等は税引前のものです。 
・当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 
・投資信託は値動きのある証券（外国証券には為替リスクもあります）に投資しますので、組⼊証券の価格の下落や、組⼊証券の発

⾏者の信⽤状況の悪化等の影響による基準価額の下落により、損失を被ることがあります。したがって、投資元本は保証されてい
るものではなく、投資元本を割り込むことがあります。 

・投資信託は預⾦等や保険契約と異なり、預⾦保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。証券会社以外で投資信
託をご購⼊された場合は、投資者保護基⾦の⽀払いの対象にはなりません。 

・投資信託は、⾦融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適⽤はありません。 
・投資信託の取得の申込みにあたっては、販売会社より最新の投資信託説明書（交付目論⾒書）をお渡しいたしますので、必ず内容

を⼗分ご確認のうえご自⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付目論⾒書）は、取扱販売会社にご請求ください。 
・当資料に指数・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権、その他一切の権利は、その発⾏者に帰属します。 
・当資料は当社の許可なく複製・転⽤することはできません。 
 
 


